
日 住 協 第 ３ ０ ３ 号 

平成２０年１０月１日 

 

 

会 員 各 位 

 

 

社団法人 日本住宅建設産業協会 

専務理事   田 村 仁 人 

 

 

まもりすまい保険の改定内容について 

 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、(財)住宅保証機構（以下「機構」という。）では、平成２０年９月１日に住宅瑕疵

担保履行法に基づく住宅瑕疵担保責任保険（以下「まもりすまい保険」という。）について、

別紙のとおり改定しましたので、お知らせいたします。各社の保険料等の算出に手間取り、

連絡が遅れまして申し訳ありませんでした。 

                       敬 具  

 

記 

 

１．１棟の建物に複数の事業者が保険申込みする場合の取扱いについて 

(1) ＪＶ・共同分譲等による連名保険 

(2) 分離発注方式の場合の保険契約 

(3) １棟の建物を区分した複数事業者による保険契約手続きの特例 

 

２．建設住宅性能評価に係る住宅の取扱い 

(1) 変更点 

(2) 保険料 

(3) 保険料等の事例（標準保険料による試算） 

※(2)(3)については、特保住宅（特定住宅）に適用される各社の保険料と異なりますの

で、後日、改めて郵送にてご案内いたします。 

 

 

（本件に関する問合せ先） 

 (社)日本住宅建設産業協会 担当：水野・菊原・岩脇   電話：０３－３５１１－０６１１ 
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「まもりすまい保険」の改定について 

 

Ⅰ．１棟の建物に複数の事業者が保険申込みする場合の取扱い                  

１．JV・共同分譲等による連名保険 
JV や共同分譲等により１棟を区分せず共同・連帯して住宅を建設又は販売する各事業者

が１つの保険に連名で加入するものです。 

保険契約全体として住宅瑕疵担保履行法に定める保険金額（戸当たり２０００万円×保険

付保戸数）を確保した上で、ＪＶや共同分譲事業に参加する各事業者が連名で保険加入し資

力確保することを可能とします。 

 

（１）保険契約者・被保険者 

資力確保が義務付けられる事業者全社を保険契約者及び被保険者とします。（供託によ

り資力確保する事業者は含みません。） 

 

（２）保険料等 

通常コースの標準保険料等（保険契約者全社が中小企業者の場合は、中小企業者コース

の標準保険料等）を適用します。 

 

（３）保険金支払限度額 

保険契約全体の保険金支払限度額 

２０００万円×戸数（共同住宅等は３０億円／棟を限度とします。） 

 

ab1 ab2 ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ab99 ab100

＜例１＞全住宅（１００戸）についてＡ社が70%、Ｂ社が３０%の割合で引渡しをする場合

・全体で１保険契約（保険証券は連名）

・保険金支払限度額
　２０００万円×１００戸＝２０億円
　（A社・B社で共有）  

 
 
 

財団法人住宅保証機構では「まもりすまい保険」について、 

・共同企業体（以下、「ＪＶ」といいます。）、共同分譲、分離発注方式など、

１棟の建物に複数の事業者が保険申込をする場合の取扱いの明確化 

・建設住宅性能評価に係る住宅に対する現場検査の簡素化、現場検査手数料の

引下げ等 

の改定を行いました。 

いずれも、平成２０年９月１日以降に保険契約を締結する住宅より適用します。

記 者 発 表 資 料 

平成２０年９月１日 

財団法人住宅保証機構 
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２．分離発注方式の場合の保険契約 
分離発注を受け、部位ごとに住宅を建設する各事業者が１つの保険に連名で加入するもの

です。保険契約全体として住宅瑕疵担保履行法に定める保険金額（戸当たり２０００万円×

保険付保戸数）を確保した上で、分離発注により工事を請け負う各事業者が連名で保険加入

し資力確保することを可能とします。 

 

（１）保険契約者・被保険者 

資力確保が義務付けられる事業者全社を保険契約者及び被保険者とします。 

（供託により資力確保する事業者は含みません。） 

 

（２）保険料等 

標準の保険料等（保険契約者全社が中小企業者の場合は、中小企業者コースの標準の保

険料等）を適用します。 

 

（３）保険金支払限度額 

保険契約全体の保険金支払限度額 

２０００万円×戸数（共同住宅等は３０億円／棟を限度とします。） 

 

ab1 ab2 ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ab99 ab100

＜例２＞全住宅（１００戸）について、建物本体工事はA社が、外装工事はＢ社が建設する場合

・全体で１保険契約（保険証券は連名）

・保険金支払限度額
　２０００万円×１００戸＝２０億円
　（A社・B社で共有）

 
 

 

３．１棟の建物を区分した複数事業者による保険契約手続きの特例 
同一の共同住宅等について各事業者が別々の部分を販売し、各々の買主に対し瑕疵担保責

任を負う場合には、事業者ごとの保険契約となります。この際、当該事業者間で事前に調整

ができる場合には、代表となる１事業者が統括して保険契約の申込み手続きを行い、現場検

査をまとめて受けること等ができることとします。 

 

（１）保険契約者・被保険者 

事業者ごとの保険契約とします。ただし、当該事業者間で事前に調整ができる場合には、

保険契約の申込手続きを統括して１事業者ができることとします。 

 

（２）保険料等 

保険料等は、事業者ごとの保険料率、保険付保割合、保険申込住宅戸数に応じた料金とし

ます。 

 

（３）保険金支払限度額 

保険契約全体の保険金支払限度額 

２０００万円×戸数（共同住宅等は３０億円／棟を限度とします。） 
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a1 a2 ・・・ ・・・

・・・ ・・・ a69 a70
b1 b2 ・・・ ・・・
・・・ ・・・ b29 b30

＜例３＞全住宅（１００戸）のうち、Ａ社が70戸を、Ｂ社が３０戸を引渡しする場合

・区分所有部分を販売する事業者が
　別々に保険契約
　（保険申込手続きは１事業者が総括して行う）

・保険金支払限度額
　A社；２０００万円×７０戸＝１４億円
　B社；２０００万円×３０戸＝６億円

A社：
 70戸

Ｂ社：
 30戸

 
 

 

 

Ⅱ．建設住宅性能評価に係る住宅の取扱い                              
 

１．変更点 

 
（１）保険料 

建設住宅性能評価に係る住宅の保険料については、これまで、建設住宅性能評価を申請

した機関に保険申込を行った場合に割引を行ってきました。平成２０年９月１日以降に保

険契約を締結する住宅については、建設住宅性能評価を申請した機関とは別の機関に保険

申込を行われた場合でも割引を適用することとしました。 

また、これに伴い、以下のような区分を設けることとしました。 

 

○建設住宅性能評価併用申込：建設住宅性能評価を申請した機関に保険申込を行う場合 

              （これまでの建設住宅性能評価同時申込の名称変更） 

 

○建設住宅性能評価別機関申込：建設住宅性能評価を申請した機関とは別の機関に保険

申込を行う場合 

 

（２）現場検査及び現場検査手数料 

 ①現場検査 

    機構が行う現場検査は、一戸建住宅にあっては躯体工事完了相当時、共同住宅等にあっ

ては屋根防水工事完了相当時に行う「防水仕様に関する現場検査」１回のみとし、基礎配

筋時及び中間階配筋時の現場検査は、建設住宅性能評価の現場検査を活用します。 

 

 ②現場検査手数料 

以下のとおりとします。 

 

イ 一戸建住宅 

                                (単位；円) 

床面積帯 
建設住宅性能評価 

併用申込 

建設住宅性能評価 

別機関申込 

100 ㎡未満 4,600 10,090

100 ㎡以上 125 ㎡未満 5,310 11,660

125 ㎡以上 150 ㎡未満 6,730 14,810

150 ㎡以上 8,850 19,540
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ロ 共同住宅等 

                                                 (単位；円) 

床面積帯 
建設住宅性能評価 

併用申込 
建設住宅性能評価 

別機関申込 

耐火建築物以外 13,680 20,480500 ㎡ 

未満 耐火建築物 18,110 27,300

500 ㎡以上 2,000 ㎡未満 21,530 32,550

2,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満   36,540 55,650

10,000 ㎡以上  62,480 95,550

 

 

２．保険料 
建設住宅性能評価に係る住宅の標準保険料は以下のとおりとなります。 

 

（１）一戸建住宅 

イ 基本契約 

                                (単位；円) 

 床面積帯 
建設住宅性能評価併用申込 

及び 

建設住宅性能評価別機関申込

100 ㎡未満 36,220

100 ㎡以上 125 ㎡未満 42,720

125 ㎡以上 150 ㎡未満 55,800
中小企業者コース 

150 ㎡以上 76,650

100 ㎡未満 43,770

100 ㎡以上 125 ㎡未満 51,940

125 ㎡以上 150 ㎡未満 68,260
通常コース 

150 ㎡以上 94,420
 

ロ 特別（オプション）契約 

                                (単位；円) 

 保険金支払限度額 
建設住宅性能評価併用申込 

及び 

建設住宅性能評価別機関申込

3,000 万円 101,230

4,000 万円 123,000中小企業者コース 

5,000 万円 154,760

3,000 万円 115,580

4,000 万円 143,090通常コース 

5,000 万円 182,610
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（２）共同住宅等 

建設住宅性能評価に係る住宅の保険料は以下のとおり算出します。 

 

保険料 ＝ 建築工事費×料率(A)×保険付保割合＋保険申込住戸数×定額(B) 

※ 上式の「保険付保割合」とは、住棟全体の専有面積に対する本保険の対象となる共同住

宅等の専有面積の割合をいいます。（住棟全体が本保険の対象となる共同住宅等の場合

は、1.0 となります。） 

 

 料率(A)  定額(B) 

中小企業者コース 0.1334％ 19,100 円 

通常コース 0.1546％ 19,100 円 

注）表の定額(B)は保険申込戸数が 100 戸以下の共同住宅等の場合であり、保険申込戸数が

100 戸超の場合は別に定める額となります。 

 

 

３．保険料等の事例（標準保険料による試算） 
 

（１）一戸建住宅 

契約条件：延床面積１２０㎡、２階建、中小企業者コース 

 

①建設住宅性能評価の申請と保険申込を同じ機関で行う場合（建設住宅性能評価併用申込） 

 イ 保険料（中小企業者コース）；４２，７２０円 

 

 ロ 現場検査手数料        ； ５，３１０円 

 

②建設住宅性能評価の申請と保険申込を別の機関で行う場合（建設住宅性能評価別機関申込） 

 イ 保険料（中小企業者コース）；４２，７２０円 

   ※従来は割引が適用されませんでしたが、上記①イと同様に割引されます。 

 

 ロ 現場検査手数料        ；１１，６６０円 

 

③保険単独申込(「建設住宅性能評価住宅」以外)の場合 

 イ 保険料（中小企業者コース）；４５，６５０円 

 

 ロ 現場検査手数料        ；２３，３２０円（２回分、割引なし） 
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（２）共同住宅 

契約条件： 

建築工事費３．５億円、地上１０階建（延床面積 3,000 ㎡） 

保険申込住宅戸数３０戸、保険付保割合 1.00（住棟全体に付保） 

 

 

 

①建設住宅性能評価の申請と保険申込を同じ機関で行う場合（建設住宅性能評価併用申込） 

 イ 保険料（中小企業者コース）； 

35,000 万円×0.1334％×1.00＋19,100 円×30 戸＝１，０３９，９００円 

 

 ロ 現場検査手数料        ；   ３６，５４０円 

 

②建設住宅性能評価の申請と保険申込を別の機関で行う場合（建設住宅性能評価別機関申込） 

 イ 保険料（中小企業者コース）； 

35,000 万円×0.1334％×1.00＋19,100 円×30 戸＝１，０３９，９００円 

   ※従来は割引が適用されませんでしたが、上記(1)イと同様に割引されます。 

 

 ロ 現場検査手数料        ；   ５５，６５０円 

 

③保険単独申込(「建設住宅性能評価住宅」以外)の場合 

 イ 保険料（中小企業者コース）； 

35,000 万円×0.1460％×1.00＋20,100 円×30 戸＝１，１１４，０００円 

 

ロ 現場検査手数料        ；   ２２２，６００円（４回分、割引なし） 

 

 

 

 

ご契約に際して、料金・契約手続き等の詳細は当機構本部又は保険取次店（事務機関等）に

お問い合わせ下さい。 

                    財団法人住宅保証機構 TEL 03－3584－5748（代） 
 


